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　　　効果 ⇒ 財 団からの研究助成や政府資金などについては，審査手続を簡略化（教授会等の附議
を省略）することで，速やかに行うことが可能となる。
　・科学研究費助成事業等競争的資金の申請書類のチェック
　　　効果 ⇒ 現 在行っている部局と本部の二重チェックを廃止することにより締切が複数設定され
なくなり，申請書類の作成期間の確保が可能となる。
　・マニュアル化











　　　効果 ⇒ 専 門性をもった職員を配置すること及び多様な事例の集積による職員の知識が豊富と
なる。
 など
③ 例外的に共通事務組織と本部が共同的に事務処理するもの
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○  大学として取り纏めが必要な業務（単なる取り纏めの業務は除く。）や，特定の専門性を必要と
する業務で，共通事務組織に専門性を有する職員を配置しつつ，本部が支援して共通事務組織
で処理することが効果的な業務。
・具体的な業務の例
　総務系
　　教育研究組織の設置（設置審査）手続，事件・事故等に係る対応業務（処分手続き含む。）　など
　経理系
　　概算・予算要求書の作成　など
　施設・安全系
　　施設整備計画，施設整備費要求関係　など
　研究支援系
　　安全保障輸出管理，知的財産業務　など
　国際系
　　グローバル人材育成，研究者交流　など
共通事務組織に専門性を有する職員を配置して事務を処理することによるメリットの例
● 知識・経験等専門性を有する限られた職員の配置が容易となる。
● 本部の支援体制や相談体制の強化が容易となる。
● これらにより，事務処理機能や部局の支援機能の強化が期待できる。
● 部局事務の職員が広範な業務を専門性を求められながら担当している状況の軽減が期待できる。
 別紙２
事務の効率化・集約化の進め方【概要】
平成２４年４月１日
●現状の事務組織を基本として事務職員等を配置。
　－事務処理体制の変更，事務室の移動等は行わない。－
●事 務の効率化・集約化に向けた検討を行うため，部局長等による検討会を設け，併せて準備室を置
き，部局事務部の事務部長・事務長等に室員等の委嘱を行う。
平成２４年４月～
●引 き続き，集約化する事務と部局長の下で行う事務の具体的な内容や事務処理のあり方，それらを
実施するための組織体制等について，詳細の検討を進める。
平成２４年１０月～平成２５年４月１日
●この検討の結果を踏まえ，全学的な事務の効率化・集約化等を行う。
　－事務処理体制を変更し，必要な事務室の移動等を行う。－
●事 務本部については，課及び課長の配置基準を設け（１２月５日），平成２４年４月１日の実施を目
途に，その基準に従い課及び課長の配置の見直しを行う。
　ま た，全学的な事務の効率化・集約化の検討と併せて，事務処理体制等の見直しを行う。
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